


陳 情 第 ２ ０ ２ ３ 号

平成３１年２月８日受理

（件 名） 「鹿児島県主要農作物種子条例」の制定を求める陳情書

（陳情の要旨）

「主要農作物種子法（種子法）」が2018年４月１日を持って廃止されました。この
法の廃止は2016年９月に政府の規制改革推進会議で提言され，2017年３月23日の国会
で廃止法が成立しました。しかし，この間マスコミはほとんどこの廃止法について報
道せず，したがって国民的な議論もなく，国会審議も不十分なまま数の力で可決・成
立しました。政府は種子法について「すでに役割を終えた」「国際競争力をつけるた
めに民間との連携が必要」と説明しています。
しかし，民間企業は種子生産の義務を負わないため，食糧安全保障の前提となる種
子が国内で十分確保できるのか大きな不安が残ります。現在，日本で生産されている
コメは300品種にものぼります。この多様性は公的な制度や予算があったからこそ実
現したのであって，民間企業にこれだけの多品種を作り続けることはコスト的にも技
術的にも現実的ではありません。民間企業は利益を最優先します。そうなると，同じ
品種を効率的に開発・存続していくことになります。単一の種子ばかりが大量生産・
普及することになれば，天候不順や病害虫の発生などで全滅するリスクが高まりま
す。これは，プランテーションでも同様の弊害が何十年も前から問題になっているこ
とから容易に想像がつきますし，種子の多様性が失われるということは，地域や気候
風土，文化の多様性まで奪われてしまうことになりかねません。
鹿児島県の優良品種もこれまでこの種子法により守られ，安価に農家に提供されて
きました。しかし，民間企業の種子の価格は５～10倍も高いとされています。種子法
が廃止されたことにより，今後の優良品種の維持，安価での農家への提供の保証はで
きません。種子の価格が高騰すれば，農業をあきらめる生産者も増えるでしょう。そ
して種子価格の高騰は消費者にも跳ね返ってくることは間違いありません。種子市場
を民間に委譲すれば，農家は従来の品種を作り続けたいと思っても，企業から毎年種
子を買わなければならなくなります。実際，ＴＰＰなどを通じて農家による種子採り
を禁止する動きが強まっています。農家が種子を保存したら種子企業の知的所有権を
侵害したと訴えられ，企業の思い通りに種子を買わされることになります。
さらに気がかりなことは「主要農作物」である稲，麦，大豆はどれも遺伝子組み換
えの対象作物であるということです。種子ビジネスに乗り出してきているのは化学企
業が中心であり，モンサント社などの多国籍企業は遺伝子組み換え種子を推し進めて
いるため，やがて遺伝子組み換えの作物しか選択の余地がなくなり，健康を害した上
に食料主権も失ってしまいます。
以上の観点から，「鹿児島県主要農作物種子条例」の制定を強く求めるものです。
2019年１月現在，全国で種子法に代わる独自の条例をすでに制定したのは５県，さら
に来年度施行に向けて準備を進めているのは５道県に上り，条例化を求める動きが自
治体で広がっています。鹿児島県も全国有数の農業県であることの誇りと責任を持っ
て，食糧の担い手農家と消費者を守っていくために，県独自の条例を制定いただきた
くお願いいたします。

以上の趣旨に基づき，下記事項を陳情します。

記

１ 「鹿児島県主要農作物種子条例」の制定を求めます
以上

（添付資料省略）


